
衛生局支部ニュース

NO. 177 2018年10月15日発行
発行責任者若梅晶子

TEL 03-5320-7412(直)
内線 63-210 
FAX 03-3349-1502 
巨メール info@eiseikyoku-shibu. com 

URし http://www.eiseikyoku-shibu.co問
え

叩
月
M
M
目
、
東
京
都
人
事
委
員
会
は
、
都
議
会
議
長
及
び
都
知
事
に
対
し
て
、

都
職
員
の
給
与
に
関
す
る
勧
告
等
を
行
い
ま
し
た
。
そ
の
内
容
は
、
例
月
給
に

つ
い
て
は
、
有
為
な
人
材
在
確
保
す
る
た
め
初
任
給
を
1
、
0
0
0円
引
上
げ
、

給
料
衰
の
初
任
腐
を
較
差
の
範
歯
肉
で
来
年
4
月
引
土
げ
改
定
、
従
っ
て
事
実

上
3
年
連
続
で
改
定
見
送
り
と
さ
れ
ま
し
た
。
一
時
金
の
引
上
げ
は
勤
勉
手
当

配
分
と
し

τい
ま
す
。
ま
た
、
非
常
勤
職
員
の
処
遇
改
善
に
つ
い
て
は
法
改
正

へ
の
対
応
を
述
べ
る
に
と
ど
ま
り
、
今
後
の
課
題
と
し
て
、
労
使
の
主
張
が
厳

し
く
対
立
し
て
い
る
職
責
・
能
力
・
業
績
の
給
与
へ
の
反
映
の
推
進
を
強
調
、

高
齢
層
職
員
の
給
与
に
つ
い
て
は
定
年
引
上
げ
の
課
題
を
述
べ
る
の
み
で
、
一
再

任
用
職
員
の
給
与
水
準
改
善
に
は
畳
一
回
及
が
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

都
労
連
と
各
単
継
は
、
人
事
委
員
会
に
対
し
、

3
月
刊
同
日
に
「
勧
告
作
業
に

関
す
る
要
請
書
」
を
提
出
し
て
以
来
、

7
闘
に
わ
た
る
嬰
請
と
、
現
場
職
員
の

声
を
集
め
た
要
請
箸
名
2
8
、
7
4
1筆
を
提
出
し
、
都
労
連
要
求
の
踏
み
込

ん
だ
検
討
と
勧
告
へ
の
反
映
を
求
め
て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、
都
労
連
と
各
単

組
が
積
み
重
ね
た
婆
請
の
内
容
を
搭
一
台
し
、
郵
送
局
と
課
題
認
識
を
一
に
す
る

人
事
委
員
会
の
姿
勢
は
、
労
働
基
本
権
制
約
の
代
償
措
賓
と
し
て
果
た
す
べ
宮

中
立
・
公
正
な
第
三
者
機
関
の
役
割
と
責
務
を
放
棄
し
た
も
の
で
あ
り
、
断
じ

て
容
認
で
吉
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

都
労
連
は
、
こ
の
不
当
勧
告
の
押
し
付
け
を
許
さ
ず
、
賃
金
・
労
働
条
件
の

改
善
を
労
使
交
渉
に
よ
っ
て
官
主
決
着
す
る
こ
と
を
め
ぎ
し
、
都
労
連
要
求
の

実
現
に
向
け
、
都
労
連
六
単
組
の
統
一
と
団
結
の
も
と
、
組
織
の
総
力
を
あ
げ

て
全
力
で
闘
い
抜
く
決
意
T
すロ

都労連常駐部による箸名提出 (7月11日)

再任問職員

2018年度 期末手当 勤勉手当 合計

6月期 0.650 0.45 1.1 

12月期 0.800 。網5 1.3 

合計 1.450 0.95 2.4 

2019年度 期末手当 勤勉手当 合計

6月期 0.725 0.475 1.2 

12月期 0.725 0.475 1.2 

合計 1.450 O. 950 2.4 

正規職員

2018年度 期末手当 勤勉手当 合計

6月期 1. 225 0.95 2.175 

12月期 1. 375 1.05 2.425 

合計 2.6 2.0 4. 6 

2019年度 期米手当 勤勉手当 合計

6月期 1. 30 1. 00 2.3 

12月期 1. 30 1. 00 2. 3 

合計 2.6 2.0。 4. 6 



20t8年人事委員会;勧告等の概要;，;-j
2018年10月12日

1 ポイント

0初任給、特'lllJ給を引上げ
初任級

・有為な人材を確保する観点から、初任給を1，000円引上げ

特別給(賞与)

・年間支給月数をO.10月分 (4.50月→4.60Jl)引上げ、勤勉手当に

配分

。}制度改正

・公安職給料表の 1級・ 2級を統合

2 職員と民間従業員の給与比較

(1) 比較の方法

・企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の都内11，052事業所在調
査母集団とし、そのうち1，262事業所を無作為抽出して実地調査

(調査完了982事業所調査実人員64，403人〕
く例月給〉職員と民間従業員の4月分支給額を調査し、ラスパイレス

方式により、主な給与決定要素である役職、学歴、年齢を

同じくする者向土の給与を対比させ、職員の人員数のウエ

イトを用いて両者の給与水準を比較

<特別給>民間従業員に対する直近1年間の賞与の支給実績を調査し、

職員と比較

(2) 比較の結果

く例月給> (平均年齢 40.7歳)

民間従業員 職員 公民較差

401. 083月 400.975円 108円 (0.03%)

(注)職員給与は、本年4月の行政職給料表〔ー)適用者(新卒採用職員を除く。)
の給与

<特別給>

民間支給割合

4.61月

3 給与の改定

(1) 改定の考え方

職員3主給月数 差

4.50月 0.11月

・本年の袋民較差はかなり僅少であり、給料表や諸手当において適切

な配分を行うことは困難であるが、有為な人材確保の観点から初任

給を引上げ

・初任給引上げのため、給料表の初任層を較差の範閣内で引上げ改定

・特別給については、民間の支給割合が職員の年悶支給月数を上回る

ため引上げ

(2) 改定の内容

ア初任給

・行政職給料表(ー)における I類B、E類及び班類の初任給を1，000

円引上げ

イ特別給

・民間の支給状況を踏まえ、年間支給月数を札 10月分引上げ

(指定職給料表適用者等は0.05月分)

・引上げは勤勉手当で実施

(3) 実施時期

・初任給の改定は、平成31年4月1日から実施

・特別給の引上げは、平成30年12月支給の期末・勤勉手当から実施

4 制度改正

(1 )公安職給料表の見直し

・職務の級を区分する意義・必要性が乏しくなっている状況にあると

とから、公安職給料表の l級と 2級を統合し、級構成を 9級制lから
B級制に改正

(2) 実施時期

・平成31年4月1日から実施

5 今後の課題

(1 )高齢層職員の給与

・定年引上げに係る国における法改正等の動向を注視しながら、都の

これまでの取組や実情を十分に考慮して、都における給与水準等に

ついて検討

(2) 職務給の更在る進展等

-引き続き行政職給料表(ー) 1級・ 2級について、上位級とのバラ

ンスを考慮した昇給幅ヘの是正の視点から、適切な対応を検討

(3) 能力・業績を反映した給与制度の更なる進展

6 人事制度及び勤務環境等に関する報告(意見)

(1) 人材の確保と活用

ア採用・昇任制度の検証

・高度化・複雑化する都政課題に的確に対応できる人材を確保するた

め、採用試験の検証・分析を行い、採用を取り巻く環境に即した見

直しを進めることが重要

・民間人材の活用の観点から民間経験等を有する職員のキャリア形成

・あるべき任用告度についての検討が必要。民間等との人事交流の

拡大も引き続き推進すべき

・主任級職♂霊考を取り巻く環境の変化を踏まえ、選考結果等の検証を

進めるとともに、その在り方について任命権者と検討

・行政専門職選考種別Bのポスト拡大に向けた取綴の推進や、管理職

選考種別Bにおける統括課長代理の昇任意欲の喚起や女性職員の受

験促進に向けた検討が必要

イ 多様な人材の活躍推進

・定年引上げに関しては、国の制度設計等の動向を注視しつつ、人事

制度全体への影響にも留意しながら、都の実情に合った制度の検討

を進めることが必要

・障害に対する職員の理解や受入環境の整備を進めるとともに、罪事害

に応じた配慮やサポート体制の強化が必要。常勤職員としての採用

を含め、知的障害者の雇用拡大に向けた検討も必要

・会計年度任用職員制度の導入に向けて、現行制度の実態を踏まえた

職の在り方、勤務条件及び報酬・期末手当の給付等について検討す

ることが震要

(2) 働吉方改革と職員の勤務環境の獲儲

ア ライ7・ワーウ・バランスの推進

-長時間労働の是正には、職員の意識改革や管理職によるマネジメン

トの強化、組織のトップによる抜本的な業務改革などの取級を継続

して進めでいくことが必要

・議会対応業務に関しては、引き続き都議会の理解と協力の下、現在

の慣行等について検証し、見直しを進めることが重要

・教員については「学校における働き方改革推進プラン」等に基すく

取組を早急かっ着実に実行し、継続的に学校における働吉方改革を

推進することが軍要

・フレックスタイム制やテレワークの利用促進に向け環境整備を進め

ることが必要

-女性職員のキャリア形成の促進に向けたきめ細かな支援、男性職員

の育児休業の取得率向上、計闘的な休暇取得の促進などに取り組

み、仕事と生活の両立支援・女性の活躍促進等を進めることが重要

イ 職員の勤務環境の整備

-パワー・ハラスメントへの対策ゃいわゆるLGBTなどの性的マイノ

リティに対するハラスメントについて意識啓発等を進めることが必

要

-勤務問インターパル制度について試行の検証を進めるとともに、医

師の商接指導については民間労働法制の改正等を踏まえた対応を検

討していくことが必要

・メンタlレヘJレス対策は、ストレスチェックをはじめとした取組を継

続して計画的に実施することが必要

(3) 公務員倹瑳の徹底

・都民の信頼を回復7するため、事件・事故の再発紡止に取り組むとと

もに、コンプライアンスの取組を着実に推進し、都政におけるガパ

ナンスの実効性を一層高めていくことが震聖書

・全ての職員が法令遵守義務を銘記し、自らの職務が都民の負託を受

けた公務であることを常に認識し、高い使命感と倫理観を持って職

務を遂行することを強〈求める


